
^期待運用収益 � 1¶702¶833

_過去勤務債務の損益処理額 � 4¶124¶993

`数理計算上の差異の損益処理額 7¶413¶527

a従業員拠出額 � 1¶890¶565

b厚生年金基金団体における脱退事業所に係る配分加算額 154¶620

_ 退職給付債務の計算基礎

当事業年度
（平成25年３月31日）

\退職給付見込額の期間配分額 期間定額基準
]割引率（％） 1•80％
^期待運用収益率（％） 4•80％
_過去勤務債務の額の処理年数（年） ２年
`数理計算上の差異の処理年数（年） ２年

] 金融商品の時価等に関する事項
（単位：円）

区 分
貸借対照表日に
おける貸借対照
表計上額

貸借対照表日に
おける時価 差 額

\現金及び預金 5¶343¶376¶547 5¶343¶376¶547 0

]事業未収金 92¶559¶194 92¶559¶194 0

^未収金 118¶834¶721 118¶834¶721 0

_投資有価証券 63¶470¶811¶656 66¶961¶893¶000 3¶491¶081¶344

`長期性預金 9¶800¶000¶000 11¶087¶853¶072 1¶287¶853¶072

資 産 計 78¶825¶582¶118 83¶604¶516¶534 4¶778¶934¶416

a未払金 2¶970¶563¶603 2¶970¶563¶603 0

bリース債務 953¶835¶994 951¶518¶730 � 2¶317¶264

c預り金 35¶569¶964 35¶569¶964 0

負 債 計 3¶959¶969¶561 3¶957¶652¶297 � 2¶317¶264

（注２）金銭債権及び満期がある有価証券の決算日後の償還予定額
（単位：円）

区 分 １年以内 １年超５年以内 ５年超10年以内 10年超

現金及び預金 5¶343¶376¶547 ` ` `

事業未収金 92¶559¶194 ` ` `

未収金 119¶764¶721 ` ` `

長期性預金 ` ` ` 9¶800¶000¶000

合 計 5¶555¶700¶462 ` ` 9¶800¶000¶000

満期がある有価証券の決算日後の償還予定額については（有価証券関係）に記載しております。
（注３）リース債務の決算日後の返済予定額

（単位：円）

区 分 １年以内 １年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内 ５年超

リース債務 276¶222¶220 224¶253¶958 177¶282¶547 160¶885¶122 115¶192¶147 `

合 計 276¶222¶220 224¶253¶958 177¶282¶547 160¶885¶122 115¶192¶147 `

利 益 の 処 分 に 関 す る 書 類
（平成25年６月28日）

（単位：円）

Ò 当期未処分利益 548¶793¶198
EEEEEEEE

当期総利益 548¶793¶198

Ó 積立金振替額 762¶943¶718
EEEEEEEE

前中期目標期間繰越積立金 762¶943¶718

Ô 利益処分額
積立金 1¶311¶736¶916
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（金融商品関係）
\ 金融商品の状況に関する事項
当法人では、資金運用については独立行政法人通則法第47条の規定及び「独立行政法人通則法
第47条第１号の規定に基づく、独立行政法人日本芸術文化振興会が取得することができる有価証
券の指定について（通知）」等に基づき、預金及び有価証券により行っております。なお、株式等
は保有しておりません。

（重要な債務負担行為）
該当事項はありません。
（重要な後発事象）
該当事項はありません。

（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券等に関する事項
\ 現金及び預金、] 事業未収金、^ 未収金
これらについては短期間で決済されるため、時価は帳簿価額に近似していることから当該帳
簿価額によっております。なお、未収金については貸倒引当金を控除した額を記載しておりま
す。

_ 投資有価証券
投資有価証券については取引金融機関から提示された価格等によっております。また、保有
目的ごとの有価証券に関する注記事項については（有価証券関係）に記載しております。

` 長期性預金
長期性預金については元利金の合計額をリスク・フリーに近い市場利子率を基礎とした利率
で割り引いた現在価値により算出しております。

a 未払金、c 預り金
これらについては短期間で決済されるため、時価は帳簿価額に近似していることから当該帳
簿価額によっております。

b リース債務
リース債務については返済予定額の合計額を一定の期間に区分した金額を、同様の新規借入
を行った場合に想定される利率で割り引いて算定する方法によっております。
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